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日頃から、本府労働行政の推進につきまして、格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

さて、大阪地域職業訓練センターは、府が実施した提案公募を機に設立された有限責任事業組合大阪職業教育協働機構（以下、「LLP」という。）が、平成21年4月1日から管理運営を行っております。

府は、提案公募に際し、国及び独立行政法人雇用・能力開発機構との協議・承認を経たうえで管理運営期間の限度を平成23年度末までの3年間とし、LLPと同期間の委託契約を締結しました。

また、LLPは、当該契約に基づき、国の示した事業改善目標（平成21年3月5日付け能能発第0305002号）を初年度から大幅に上回る実績を達成するなど、誠実に管理運営を行ってまいりました。

しかしながら、事業改善目標の通知からわずか9ヵ月後に、国が「平成22年度末をもってセンターの設置及び運営は廃止（平成21年12月25日付け能発1225第7号）」という突然の方針転換を行ったことから、3年間での収支均衡をめざして管理運営を行っているLLPは、その対応に極めて苦慮しているところです。
同センターの今後の取扱いについては、本年2月に要望したところですが、こうした経緯を踏まえ、平成23年度においてもLLPが何らかの形で事業を実施できるよう配慮いただくことを、改めて強く要望します。
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